　様式第一号（第一面）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(日本産業規格Ａ列４)
　          
養子縁組あっせん事業許可申請書
養子縁組あっせん事業許可有効期間更新申請書
                                                 ① 　    年    月    日

     　　　　都道府県知事（市長）   殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （ふりがな）　

      　②申請者  名　称 　                        　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （ふりがな）　

　　　           　代表者  氏　名 　                        印 
１．民間あっせん機関による養子縁組のあっせんに係る児童の保護等に関する法律（平成28年法律
第110号。以下「法」という。）第６条第１項の規定により下記のとおり許可の申請をします。

  ２．法第12条第２項の規定により下記のとおり更新申請をします。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記

	③許　可　番　号
	（有効期間の末日　　    年    月    日）　

	（ふりがな）
④法人の名称
	

	
	

	（ふりがな）
⑤所　　在　　地
	

	
	〒
	
	
	
	
	
	
	－
	
	
	
	
	
	
	
	　              電話     （      ）

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	（ふりがな）
⑥代表者氏名等
	氏　　　名
	住　　　所

	
	
	

	
	
	

	（ふりがな）

⑦役員氏名等
	氏　　　名
	住　　　所

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	⑧精神の機能の
　障害の有無
	有　　　無
	氏　　　名

	
	役員（有・無）
養子縁組あっせん責任者（有・無）
	

	⑨兼業の
種類・内容
	1.　　　　　　　　　2.　　　　　　　　　3.　　　　　　　　　

4.　　　　　　　　　5.　　　　　　　　　6.　　　　　　　　　


　
様式第一号（第二面）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(日本産業規格Ａ列４)
　　養子縁組あっせん事業を行う事業所に関する事項

	⑩事　　業　　所

	名　　称
	所　　在　　地

	
	

	
	

	土地面積
	建物面積
	建物構造

	　　　　　㎡
	　　　　　㎡
	

	⑪養子縁組あっせん責任者

	氏　名
	住　所

	
	

	経　歴
	勤務形態
	研修の受講状況

	
	
	修了（　　年　月）・ 受講予定

	⑫担当者氏名等

	職
	氏　名
	電話番号

	
	
	


	⑩事　　業　　所

	名　　称
	所　　在　　地

	
	

	
	

	土地面積
	建物面積
	建物構造

	　　　　　㎡
	　　　　　㎡
	

	⑪養子縁組あっせん責任者

	氏　名
	住　所

	
	

	経　歴
	勤務形態
	研修の受講状況

	
	
	修了（　　年　月）・ 受講予定

	⑫担当者氏名等

	職
	氏　名
	電話番号

	
	
	


　　⑬取次機関
	（ふりがな）
名　　　　称
	

	
	

	（ふりがな）
住　　　　所
	

	
	

	事　業　内　容
	　


申請者（法人の役員を含む）は、法第８条各号のいずれにも該当せず、法第36条第１項の規定により選任する養子
縁組あっせん責任者は法第８条第２号から第８号までに該当しない者であって、かつ、民間あっせん機関による養子縁
組のあっせんに係る児童の保護等に関する法律施行規則（平成29年厚生労働省令第125号。以下「規則」という。）第18
条第１項各号に掲げるいずれかの資格又は経験を有することを誓約します。
様式第一号（第三面）
＜記載要領＞
１　養子縁組あっせん事業の許可を申請する場合には、表題中「養子縁組あっせん事業有効期間更新申請書」の文字を抹消し、及び２の全文を抹消すること。
また、養子縁組あっせん事業の許可の有効期間の更新を申請する場合には、表題中「養子縁組あっせん事業許可申請書」の文字を抹消し、及び１の全文を抹消すること。

２　①欄には、申請書を都道府県知事、指定都市市長又は児童相談所設置市の市長（以下「都道府県知事等」という。）に提出する年月日を和暦で記載すること。

３　複数の都道府県、指定都市又は児童相談所設置市（以下「都道府県等」という。）に事業所を設けて養子縁組あっせん事業を行う場合、それぞれの都道府県知事等に対し許可の申請をすること。
４　②欄には、許可の申請者である法人の名称及び代表者の氏名を記名押印又は署名のいずれかにより記載すること。
５　③欄は、有効期間の更新申請の場合のみ、許可番号、許可の有効期間の末日を記載すること。
　　６　④欄には、養子縁組あっせん事業を行う法人の名称を記載すること。
　　　　　
７　⑤欄には、申請を行う都道府県等における、養子縁組あっせん事業を行う法人の主たる事務所の所在地を記載すること。
８　⑧欄には、役員及び養子縁組あっせん責任者の精神の機能の障害の有無について、それぞれ「有」か「無」のいずれかに丸を付すとともに、「有」の場合は、その者の氏名を記載すること。
　　９　⑨欄には、他に行っている事業の種類及び内容を記載すること。
10　⑩欄には、養子縁組あっせん事業を行う事業所を全て記載すること。「建物構造」欄には、木造、鉄骨造、ＲＣ造、ＳＲＣ造の別を記載すること。なお、所定の欄に記載し得ないときは別紙に記載して添付すること。
11　⑪欄には、事業所ごとに選任することとされている養子縁組あっせん責任者の氏名等を記載するこ
と。「経歴」欄には、規則第18条第１項各号に掲げる資格又は経験のうち有するものを記載するこ
と。「勤務形態」欄には、常勤・非常勤の別を記載するとともに、非常勤の場合は勤務状況を具体的
に記載すること。「研修の受講状況」欄には、規則第18条第２項の厚生労働大臣が認める研修につ
いて、修了している場合は修了に丸を付すとともに修了した年月を記載し、修了していない場合は受
講予定に丸を付すこと。
12　⑫欄には、それぞれの事業所における担当者の職・氏名・電話番号を記載すること。
    13　⑬欄には、取次機関を利用する場合のみ、記載すること。

＜添付書類＞

　□定款その他の基本的約款を記載した書類

　□業務方法書（法第６条第３項第２号に規定する養子縁組あっせん事業の実施方法を記載した書類）
□国際的な養子縁組のあっせんを行おうとする場合は、当該国際的な養子縁組のあっせんの相手先国に関する書類（取次機関を利用しようとする場合は、あわせて当該取次機関に関する書類）

　□養子縁組あっせん事業を行う事業所ごとの当該あっせん事業に係る事業計画書
　□財産目録、貸借対照表及び収支計算書又は損益計算書

　□手数料表（様式第２号）

　□登記事項証明書

□役員の履歴書

□養子縁組あっせん責任者の履歴書及び規則第18条第１項各号に規定する資格又は経験を有することを証する書類

□事業所ごとの施設の概要を記した書類
□役員又は養子縁組あっせん責任者の精神の機能の障害に関する医師の診断書（当該役員又は養子縁組あっせん責任者が精神の機能の障害を有する場合に限る）
※　法第６条第１項の許可を受けた後、上記添付書類に変更があった場合には、遅滞なく都道府県知事に変更後の書類を提出すること。
